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職員数の現状と今後の考え⽅
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１－１ 職員数の推移
（平成１７年度〜２７年度）

年 度                   

人 口                                           

行政職
 一 

                              

行政職
 二 

                  

職員数
 合計 

                              

   

       

     

   

     

※ ⼈ ⼝：常住⼈⼝における各年４⽉１⽇現在の⼈⼝
※ 職員数：地⽅公共団体定員管理調査での総職員数
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１－２ 職員数の推移
（平成１７年度〜２７年度）
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２ 類似団体（中核市）との⽐較
※平成２６年度類似団体別定員管理診断表（修正値）普通会計ベース

柏 市
中核市

平均
差

総 務               

税 務            

民 生              

衛 生               

農林水産             

一般行政計                   

教 育               

消 防             

普通会計計                   

土 木               

超過部⾨：⺠⽣，消防
・保育所（保育園）の超過が突出

して多い。（１２８名）

⇒公⽴保育園の数が多いためと思

われる。

※両部⾨とも国の法令で配置基準

が決められていることが多く，⾒

直しが困難な分野である。

普通会計における職員数は
中核市４３市中１６番⽬に
少ない。（⼀般⾏政部⾨に
おける職員数は１１番⽬）
※平成２6年度類似団体別職員数の
状況（⼈⼝１万⼈当たりの職員数）
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３ 柏市⾏政経営⽅針の達成状況（⼈件費）
（平成２２年度〜２７年度）

 決算    

区分 計算          

行政経営方針  財政
見通  一般会計 

                

  職員給与等                 

職員給与等決算額             

行政経営方針  財政
見通   乖離状況

    
  

       

   

     

     

     

    

   

     

     

     

   

 単位 億円 
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４ 職員数の増減状況
（平成２２年度〜２７年度）

約３０名の削減

減員数：約３３０名
１ アウトソーシングの推進
 （６５名）
２ 臨時・再任⽤への置換え
 （９０名）
３ 組織・事務の合理化
 （１２５名）
４ その他
 （５０名）

 増員数：約３００名
 １ 新たな⾏政課題
  （８０名）
 ２ 社会保障施策
  （６５名）
 ３ 業務・役割拡⼤
  （９０名）
 ４ その他
  （６５名）
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５ 職員数の減員状況
（平成２２年度〜２７年度）

１ アウトソーシングの推進
 ・⺠間委託
      ⼩学校給⾷調理，国保窓⼝等
 ・指定管理者
      市営住宅，アミュゼ柏等   
２ 臨時・再任⽤職員への置換え
  時限的な繁忙，定型・単純業務を中⼼

に活⽤（技能労務職，近隣センター等
窓⼝）

３ 組織・業務の合理化
 ・組織の統廃合，管理職配置の⾒直し
 ・事業仕分けによる業務量・分担の再考

等      
４ その他
  病休・育休加配の解消等

減員

      
  
   

臨時 再任
用 
   

組織 業務
合理化
   

  他
   



8

６ 職員数の増員状況
（平成２２年度〜２７年度）

１ 新たな⾏政課題
  公共施設・インフラ⽼朽化，放射

線対策，収納対策等
２ 社会保障関連施策
 ・⾼齢者・障害者・⽣活保護等の対象

者増
 ・⼦ども⼦育て⽀援（待機児童，新制

度対応）
３ 市の業務・役割拡⼤
  地⽅分権による権限委譲，業務増等
４ その他
  病育休の加配補充措置等

増員

新  行政
課題
   

社会保障
施策
   

業務 役割
拡大 
   

  他
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７－１ 職員数の現状
市町村における総職員数の推移

年 総職員数
対前年

増減数

対前年

増減率

総職員数

 柏 

対前年

増減率
 柏 

   1,288,771  23,630  1.8 2,637 0.2

   1,273,145  15,626  1.2 2,641 0.2

   1,258,734  14,411  1.1 2,623  0.7

   1,249,749  8,985  0.7 2,597  1

   1,432,494  30,181  2.1 2,818  2

    

  
  189,364  13.2   7.7

   1,243,130  6,619  0.5 2,602 0.2

対前年

増減数
 柏 

 56

5

4

 18

 26

5

 216
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７－２ 職員数の現状

全国的な傾向
・総職員数は平成７年以降，２０年連続で減少。市町村
の総職員数も，１８年連続で減少しているものの，
そのペースは鈍化している。(消防部⾨は０．１％増)

柏市の傾向
・技能労務職を中⼼に，順調に削減を進めてきたが，
平成２６年度より職員数は微増に転化。※２年で８名増
・中核市の中では，⽐較的合理化が進んでいる。

・削減から増員抑制へシフト
・２，６００名前後の維持を⽬指す
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８ 今後の懸念材料

公共施設・社会インフラ
の⽼朽化
道路，下⽔道，公園，公共施設等
社会基盤の更新・維持費⽤の増⼤

社会保障費の⼤幅な伸び
⾼齢化の進⾏による介護・医療・⽣
活保護費の増⼤
平成２７年：１８７億円
⇒平成３２年：２３９億円 へ
（５２億円増）※⼀般財源

市の役割・業務の拡⼤
・市⺠ニーズの⾼度化・多様化・
複雑化
・地⽅分権改⾰・事務処理特例条例
による権限移譲の拡⼤

市税収⼊の伸び悩み
当⾯は微増・横ばいで推移するが，
⽣産年齢⼈⼝は平成３７年以降，
減少へ
平成２７年：６３９億円
⇒平成３２年：６５４億円 へ

 社会保障費 市税 推移 柏市第 次総合計画基本構想 案   引用
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９ 年齢別⼈⼝の⾒通し（〜２０４５年）
※柏市第5次総合計画基本構想（案）より引⽤

年齢 区分別人口 割合

     歳       歳    歳以上 総人口      歳       歳    歳以上

    年                               年                

    年                                 年                

    年                                  年                

    年                                    年                

    年                                  年                

    年                                  年                

    年                                  年                

【30年後】
・ ③は約3万⼈増
・ ⽣産年齢⼈⼝②は3万⼈超の減
・ ①は約1万⼈の減
総⼈⼝⾃体は約１万⼈超の減だが，
⽣産年齢⼈⼝の減に伴う市税収⼊の
下降は避けられない。
こうした社会構造の変化を⾒越して，
⻑期的な視点をもって職員数を考え
る必要がある。

  
   
   
   
   
   
   
   
   
   
    

    年     年     年     年     年     年     年

                                   

                                   

                                   

   歳以上
      歳
     歳
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１０ 今後の懸念材料を⾒れば・・・

財政の逼迫化

⼈⼝増・業務増
＝要増員

 公共施設・インフラ

社会保障費
の増⼤

市税収⼊の
頭打ち⇒減少

当⾯は⼈⼝増・業務増の傾向が続く

将来の財政状況の硬直化を⾒据えれ
ば，職員数の抑制は避けられない

現有の職員数で対応するために必要
な条件
・正規職員が担う領域と⺠間が担う領域
の住み分け
（⾼度・専⾨業務⇔単純・定型業務）
・業務合理化による必要⼈員・財源の創
出
・簡素で効率的な組織体制
・職員の⽣産性向上
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１１－１ ⾏政サービスの⽔準を維持するには

業務の集約化
・総務・庶務業務の集約による重
複事務の排除
・住⺠異動・各種証明書発⾏等複
数窓⼝の集約

アウトソーシングの拡⼤
・正規職員による業務範囲の重点
化
・⼈件費抑制による財源の創出

⾏政サービスの⾒直し
・事務事業の優先順位を精査
・⾝の丈に合った業務⽔準

ＩＣＴ利活⽤による合理化
・各種申請・届出の電⼦化
・対象者情報の⼀元化
・各種データ分析

１ 業務合理化による必要⼈員・財源の創出
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１１－２ ⾏政サービスの⽔準を維持するには

２ 簡素で効率的な組織体制
         対象者・利⽤者重視の市⺠にわかり易い組織の構築

新総合計画を確実に推進
関連性の⾼い施策を⼀体的に
展開できる体制

意思決定の迅速化
・組織構造・職制の⾒直し
・権限・責任の明確化

新たな課題に機動的に対応
横断的に連携が可能な体制

職員の適正配置・運⽤
・メリハリのある職員配置
・部内職員の弾⼒的運⽤の推進
（労働の均衡化）
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１１－３ ⾏政サービスの⽔準を維持するには

職員２６００名各⾃の能⼒を５％向上させること
が出来れば，１３０⼈分の労働⼒に

３ 職員の⽣産性向上

 

効果的な⼈材育成システム
の構築
⼈事評価制度・ＯＪＴ

スペシャリスト
・各部⾨を主体とした，専⾨的な
知識・技術の習得
・⺠間経験者・任期付・⾮常勤等
専⾨的職員の活⽤
ゼネラリスト
計画・コスト・⼿法等について
総合的な調整能⼒（マネジメン
ト能⼒）を強化

期待役割を担うことが
できるための能⼒開発
急激な世代交代に備えた，職務
ごとに必要な能⼒の把握・開発
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１２ ⾏政改⾰推進課の役割

職員の持つ能⼒
・可能性

能⼒を充分に
発揮できる環境

必要な部⾨に
必要な⼈数を配置

※⼠気・効率の維持・向上

簡素で効率的
且つ機動的な組織

限られた経済的・⼈的資源で
最⼤の効果を⽣み出す体制

職員の能⼒・可能性を
引き出せる環境を整える

⾏政改⾰推進課の役割

⼈材育成
⼈事評価

⾏政サービスの安定的な提供と経費の抑制を両⽴させつつ，
将来を⾒据えた職員数の適正管理に努めていく 


